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研究テーマ（発表タイトル） 

J-Pave ～クラウドファンディングで若者を救え～ 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

今の日本の大学に通っている大学生のうち、約半分が奨学金を利用している。その中でも、今借りている奨学金だけでは十分

に足りていない学生が増加している。経済的な理由で進学を諦める若者の問題を解決するために、何か金融的な支援ができな

いのだろうか。そこで、今米国で多く取り入れられているクラウドファンディングを用いて経済的に困っている学生を支援できないかと

考えた。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

日本の企業に勤める人の生涯賃金は、高卒の場合、男性は平均２億円、女性は平均１億４千万円となっている。大卒の

場合と比較すると約６～７千万円の差があるということになる。最終学歴が生涯賃金に深く関係していることが明らかである。ま

た、高卒の場合より大卒の方が、卒業後の職業選択の幅が広がるといえる。 

諸外国と比較しても、日本の大学進学率は低い。世界の高等教育機関の大学進学率（OECD 各国）の平均が 62％で

あるのに対し、日本の進学率は平均 51％と、諸外国より 11％下回っている（図表２）。さらに、世界の大学の学生数がこの

10 年で 2 倍近く増加したのに対し、日本の学生数は伸び悩んでいる。海外と肩を並べられるようにするためには、大学進学率を

引上げ、日本の教育水準を高めるべきではないかと考える。 

                 



３．研究テーマの課題 

現在、進学に要する費用は、170 万～220 万円が必要である。これは、親にとっても決して小さい負担ではないであろう。全

国高等学校へのアンケートを見ると、『現在、大学に行きたくてもいけない生徒たちは、学力より学費（経済面）の制約が強くな

ってきたと思うか』の質問に「とてもそう思う」が 19.3％、「ややそう思う」が 52.8％と答えており、その深刻さが伝わってくる。また同

アンケートでは、進学断念の理由として、「生徒の学力」の次に、「学費や入学後の費用」があげられている。このことから、親世帯

の収入が伸び悩むなかで、学費負担の問題が進学を防げる要因となっていることが分かる。 

               

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

私たちは、「Pave」という米国の新興企業のビジネスモデルに目を付けた。Pave は、これまで企業向けであったクラウドファンディ

ングを、学生の将来のための投資の仕組みとして使おうとするものである。 

Pave では、サポートを受けたい学生が、まず将来どんなことを成し遂げたいかを記事や動画にして同社のプラットフォームに掲載

する。これまでの自分の行ってきた活動などについて、写真や動画などを用いて同サイトに載せ、自分が「どういうことを目指している

人物か」ということをアピールする。例えば、弁護士、建築家、ファション・デザイナー、ジャーナリストなどのなりたい職業やベンチャー

企業の設立や NPO 法人の立ち上げなどを目標に掲げ、これに対するサポートを求めるのである。これに対して、学生を支援した

いと考える投資家（サポーター）が、学生のアピールをみて、その将来性を評価し、期待できると思った学生に投資を行うのであ

る。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

私たちは米国の「Pave」をモデルとして、わが国の実情に合わせたクラウドファンディングによる学生支援サービスである「J-Pave」

を提案する。Pave と同様に、サポートを受けたい若者が、将来成し遂げたいことを記事や動画にして同社のウェブサイトにこれを

掲載する。これに共感し、応援したいと考えた投資家は、この学生に対して投資を行う。 

全国の国立、私立大学の１年間にかかる学費を見ると、70～120万円であり、これは4年間で280～480万円となる。私

たちは、これらの半分程度にあたる 140～240 万円を J-Pave で援助できることを目指すものとする。 

米国のPaveでは、貸付型を取っており、1～6％の金利が付く方式を取っている。米国では、教育ローンの金利が高いため、こ

れでも学生にとっては低利ローンとしての魅力がある。しかし、わが国の場合には、日本学生支援機構の貸付金利は、現在 0.1

～0.3％程度であり、これ以下の低金利を貸付型で実現することは困難である。このため J-Pave では、「投資型」スキームを取

ることとする。具体的には、年収の一定割合（3～10%程度）を一定期間（10 年間程度）にわたって返済するというスキー

ムとする。この場合、支援した学生が成功して高収入となれば、投資家は高い利回りを得ることができる。 

 また J-Pave では、メンター制度を導入するものとする。これは、投資家（サポーター）が学生の成功に向けてアドバイスを行う

機能である。経験が豊富なサポーターから、こうしたアドバイスを受けることは、学生の将来の成功にとって、単なる金銭的なサポー

トを超えて大きな意味を持つ可能性がある。 

 

６．結果や今後の取り組み 

米国の Pave では、独自にプラットフォームを構築することとしており、そのためにベンチャー・キャピタルから多額の資金調達（3

百万ドル）を行っている。しかし、わが国では、クラウドファンディングがまだ十分発達していないこともあって、ここでは、既にあるクラ

ウドファンディングのプラットフォームに「J-Pave 部門」を設けることを提案したい。わが国には、AOUSH、COUNTDOWN、

CAMPFIRE などのクラウドファンディングがあるため、この何らかの一部門として、学生を支援する J-Pave のコーナーを設けることと



したい。 

ここで提案したような「J-Pave」を新たに設け、投資型クラウドファンディングで学費を支援してもらうことによって、経済的な理由

で大学進学を断念する学生を減らし、学生が学べる環境を作ることができるものと考える。 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

※本企画シートは審査の対象となります。 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1点提出してください。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、インナー大会プレゼン部門実行委員会への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、3 ページ以内に収めてください。実行委員会から審査員に渡す際は、

A4 サイズでプリントし、3 ページ目までをお渡しします。 

※大会参加申込み時点から、「参加メンバー」の変更があった場合、上記「インナー大会プレゼン部門実行委員会への連絡事項」に記入してください。なお、参加申込書提出時か

らのチーム名変更は「不可」とさせていただきます。 
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